
農林水産試験研究課題設定及び評価要領 

 

（趣旨） 

第１ 研究課題の設定及び評価については、この要領の定めによる。 

 

（研究課題の種別） 

第２ 研究課題の種別は次のとおりとする。 

（１）政策推進研究課題 

農林水産業の振興を図る上で喫緊の行政課題について、より早期・迅速に解

決するために必要な研究課題 

（２）一般研究課題 

県農林水産施策の推進のために対応すべき研究課題 

 

（設定及び評価の視点） 

第３ 研究課題の設定及び評価にあたっては、主として次の視点により行い、効率的か

つ効果的な研究の実施に努めるものとする。 

（１）県が行う必要性、消費者や生産者のニーズの大きさ 

（２）研究成果の普及範囲、経済効果や雇用効果等への貢献度 

（３）農林水産基本計画における試験研究の見直しの方向性との整合 

 

（設定及び評価対象の研究課題） 

第４ 上記第２の研究課題のうち、設定及び評価対象とする研究課題は次のとおりとす

る。 

（１）政策推進研究課題 

（２）一般研究課題（但し、国の競争的資金事業等、別に課題設定及び評価の枠組

みが設定されている課題については、対象外とする。） 

 

（政策推進研究課題の設定及び進行管理） 

第５ 新規課題の設定及び進行管理については、次のとおりとする。 

（１）本庁農林水産部関係各課は、新規課題とすべき事項がある場合は、研究機関

と協議のうえ新規課題を構築し、研究機関が作成する「研究課題調書（様式２）」

及び研究ロードマップとともに、課題説明資料を作成し、農林水産技術会議事

務局（以下「事務局」という。）へ提出する。 

なお、原則として研究期間は３年以内で設定する。 

（２）事務局は、提出された課題内容について、提案課へのヒアリングを実施する。 

（３）事務局は、県施策への貢献や、課題の緊急性等を判断するため、部次長によ

る政策推進研究課題審査会を開催する。なお、政策推進研究課題審査会の詳細



については、政策推進研究課題審査会運営要領に定める。 

（４）事務局は、（３）の審査結果を踏まえて課題の採択及び予算配分の案を作成

し、部次長協議を経て決定する。 

（５）事務局は、（４）で決定した課題内容について外部評価検討会議に報告する。 

２ 継続課題の進行管理については、次のとおりとする。 

本庁農林水産部関係各課は、継続課題について、研究ロードマップ及び研究課題

調書（様式２）による進行管理を行い、毎年度、技術会議に進捗状況を報告する。 

 

（一般研究課題に係る要望調査） 

第６ 事務局は、農林水産現場の要請に応じた研究課題設定を円滑に進めるため、次の

とおり研究課題要望調査を行う。 

（１）調査内容及び方法 

事務局は、農林水産現場や行政上で問題となっている事項に関して、技術的

解決が望まれ、研究機関での取組を希望する課題について、市町村や、農業協

同組合、漁業協同組合、森林組合等の関係団体、県農林水産部機関（研究機関

を除く）等に対して、文書及びホームページへの掲載により照会し、隠岐支庁

農林局・水産局、各農林振興センター及び各水産事務所へ「試験研究課題への

要望事項（様式１）」を提出させる。 

要望の提出を受けた隠岐支庁農林局・水産局、各農林振興センター及び各水

産事務所は、県施策との整合や要望の意図を確認の上、要望を集約して専門分

科会へ提出する。 

（２）要望事項への取組方針 

専門分科会は、提出された要望事項について、研究機関・普及・行政の各部

門と連携し、以下の区分により取組方針を決定し、「試験研究課題への要望事

項に対する取り組み方針（様式３）」により技術会議へ報告する。 

（取扱区分） 

①新規課題あるいは、現行課題の中で対応する     【対応】 

②既往課題の成果または他の研究機関の取組等について情報提供する 

【情報提供】 

③その他                      【 他 】 

（３）要望者への回答 

事務局は、上記技術会議終了後、要望者に対して、取組方針を回答する。 

 

（一般研究課題の設定及び進行管理） 

第７ 新規課題の設定及び進行管理については、次のとおりとする。 

（１）専門分科会は、上記第６に定める研究課題要望調査の取組方針等をもとに新

規課題を構築し、「研究課題調書（様式２）」を作成し、事務局へ提出する。 



なお、原則として研究期間は３年以内で設定する。 

（２）事務局は、原則すべての新規課題に対して、多角的、客観的意見を取り入れ

るため、外部評価検討会議を開催する。なお、外部評価の詳細については、農

林水産関係研究課題外部評価検討会議運営要領に定める。 

（３）法令等に基づく研究調査については、外部評価の対象としないことができる。 

また、３年の研究期間内で研究目的が達成されない品種育成及びモニタリン

グについても、研究目的及び研究対象が変わらない場合に限り、外部評価の対

象としないことができるが、この場合については、研究課題調書（様式２）を

更新し、次の研究期間内に実施する内容及び年次目標等を記載の上、事務局へ

提出する。 

（４）専門分科会は、上記の外部評価の評価結果も参考として、課題の採択又は不

採択を決定して技術会議に報告する。 

（５）専門分科会は、採択された新規課題について、その後の進行管理のため、研

究項目ごとの担当者及び工程を示した研究ロードマップを作成し、事務局に提

出する。 

２ 継続課題の進行管理については、次のとおりとする。 

専門分科会は、以下の判定基準により区分し、様式４により事務局に提出する。

なお、技術会議への報告については省略する。 

（進行管理の判定基準） 

①計画どおり進行しており、継続する             【継続】 

②研究期間内ではあるが早期に終了する            【終了】 

③３年の研究期間で研究目的が達成されないため、課題を更新する（品種育

成、モニタリングのみ）                   【更新】 

④目標を効率的に達成するために、手法などの変更を行う    【変更】 

⑤設定した期間内では研究目標が達成できないため、研究を１年延長（１回

に限る）する                        【延長】 

３ 専門分科会は、一般研究課題にかかる翌年度の予算配分の考え方を整理して技術会

議に報告する。 

 

（設定及び評価対象外の研究課題に係る手続き） 

第８ 上記第４（２）の但し書きに係る課題の手続きは次のとおりとする。 

  （１）国等の競争的研究資金による研究課題の新規課題については、「国等の外部

資金への応募の取扱いについて（平成２０年２月１５日付け、農林水産総務課

策定）」によるものとする。 

（２）受託研究課題は、「島根県農林水産業共同研究等取扱要綱（平成３年３月１

２日付け県告示第２４４号）」によるものとする。 

 



（研究課題一覧表の作成） 

第９ 専門分科会は、関係研究機関において次年度に実施する全ての研究課題について、

「試験研究課題一覧表（様式７）」を作成し、事務局に提出する。 

 

（終了課題の事後評価） 

第１０ 終了課題の事後評価については、次のとおりとする。 

（１）専門分科会は、終了課題について「事後評価票（様式５）」を作成し、以下

の基準により評価の上、技術会議に報告する。 

なお、「目標未達成」と評価した場合には、今後の方針として課題の終了ま

たは新規課題提案のいずれかを併せて決定することとする。 

（研究成果の事後評価基準） 

①研究目標を達成した               【目標達成】 

②研究目標を達成できなかった           【目標未達成】 

（２）事務局は、（１）の評価結果を外部評価会議に報告する。 

 

（終了課題の追跡評価） 

第１１ 終了課題の追跡評価については、次のとおりとする。 

（１）専門分科会は、上記第１０の事後評価を受けた研究課題のうち、「目標達成」

と評価した課題について、原則として、終了から３年経過後までに、「追跡評価

票（様式６）」を作成の上、研究成果の生産者や地域等への普及・活用状況等に

ついて評価し、技術会議に報告する。 

 

（研究成果の普及） 

第１２ 専門分科会は連携して、研究成果を広く県下に普及させるため、研究機関が発

表会、印刷物、ネットワークなどのあらゆる媒体を活用して、研究成果を発表す

ることを支援する。 

 

（共同研究の推進） 

第１３ 専門分野の壁を越え、現場の要請に適合した試験研究を進めるため、研究機関

を跨る共同研究を積極的に推進する。 

２ 研究機関を跨る研究課題の設定並びに研究進行管理については、該当専門分科会間

で協議し、調整する。 

３ 共同研究の手続きについては、「島根県農林水産業共同研究等取扱要綱（平成３年

３月１２日付け県告示第２４４号）」によるものとする。 

 

（その他必要事項） 

第１４ 各専門分科会は連携して、上記に定める事項のほか、試験研究の円滑な推進に



必要な事項を協議し、技術会議に報告する。 

 

 

（附則） 

 この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要領は、平成１８年４月３日から施行する。 

（附則） 

 この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

（附則） 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要領は、２０１９年４月１日から施行する。 

（附則） 

 この要領は、令和２年５月１日から施行する。 


